
医療費適正化の推進～国民健康保険の安定化～

○ 国民健康保険の保険者
○ 財政運営の責任主体

【国民健康保険制度改革（H30年度～）】
◎国民健康保険の安定化
・ 財政支援の拡充
・ 運営の在り方の見直し

① 特定健康診査

・特定保健指導

•実施率向上

•保健指導の質の向上

•人材育成

② 糖尿病性腎症

重症化予防

•糖尿病性腎症重症化予
防プログラムの策定

•関係機関との連携

•プログラムの周知・推進

•重症化予防

③ 医療費分析

•市町村の現状把握

•健康課題の抽出

•見える化

•市町村への情報提供

•保健事業の取組支援（健
康課題に応じた取組支援）

④やまなしデータde
ヘルス

•健康への意識付け

•幅広い年代、無関心層
への働きかけ（個人に対
する直接的な働きかけ）

•行動変容を促す

医 療 費 適 正 化

県 ○ 地域住民と密接な事業
・資格管理
・保険料（税）の決定、賦課・徴収
・保険給付
・保健事業

市
町
村

○ 国民健康保険運営方針に基づく事業の実施

○ 「支出面」の中心である医療費の適正化

○ 市町村の保健事業の強化（支援）

＜参考＞

国民健康保
険運営方針

財政運営

保険料
（税）の算定
方法

保険料
（税）の徴収

保険給付の
適正実施

医療費
適正化

事務の広域
化・効率化

研修会の実施
プログラム策定
連携協定
研修会の実施

H30年度

研修会の実施
データ抽出
研修会の実施
地区医師会への協力依頼

データ分析
健康課題の抽出

システム構築（基盤整備）
登録者募集

R１年度

研修会の実施
研修会の実施
重症化予防の取組状況把握

研修会の実施
取組状況把握
好事例の情報提供

登録者利用

R２年度

研修会の実施 重症化予防の取組状況把握
取組状況把握
取組支援

登録者利用
医療費（削減）状況評価

R３年度

登録者利用
医療費（削減）状況評価

R４年度

医療費（削減）状況評価 R５年度

○ 赤字の解消・削減への支援

○ 保険料（税）の算定方式の標準化

○ 保険料（税）水準の統一に向けた協議

○ 収納率向上に向けた研修会

○ レセプト点検の集団指導

○ 第三者求償事務研修会

○ 事務の標準化に向けた協議

○ 広報事業

○ 取組事例等の情報提供

（好事例の横展開、情報共有）

県
の
取
組

保健事業の推進 健康寿命の延伸 医療費適正化
保険者努力支援
制度交付金の増額

健康格差の縮小 国民健康保険の安定

※国民健康保険運営方針の見直しに伴い、現状把握・検証

資料２



医療費分析を活用した国保保健事業

 医療費分析
・特定健診・保健指導データ
・レセプトデータ
・介護データ
・重複受診、重複投薬 etc.

 保険者努力支援制度（市町
村分）

・市町村別各指標のポイント
獲得状況
例）個人インセンティブの提供×

重複受診・内服指導○ 等

【市町村の特徴】
一人当たり医療費○○円
入院医療費＞通院医療費

等
【保険者努力支援制度の活用状

況】○点（県内○位）

保険者努力支援制度
・各指標の解説
・他県等の取組（好事例）
の紹介

市町村
に提供

市町村の特徴

市町村が自らの特徴に応じて取
り組みを実施

保険者努力支援制度における獲
得ポイントがアップ （H31：全
国42位）

→アップすると、一人当たり交
付額が増額し、保健事業に活用
が可能

２．保険者協議会、研修１．医療費分析を通じて市町村を支援

３．医療費分析を活用した疾病・重症化予防

高リスク群

中リスク群

低リスク群

健康

受診（治療継
続）勧奨

ウォーキング、
体操等

生活習慣改善
等特定保健指
導の受診

糖尿病等の重症
化予防の実践

未受診者

国保加入者

 健診受診（高リスク）
レセプトで治療あり、または
治療中断

 健診受診（中リスク）
レセプトで治療なし、または
治療中断

 健診受診（低リスク）
レセプトで受診なし、または
治療中断

 健診受診なし、
かつレセプトなし

 健診受診（健康）
レセプトなし

４．健康に対する関心や取り組みのレベルに応じた支援

健診等、自治体や保険者が
実施する事業等を知らない

または、
関心が低い個人・事業主

これから取組を
進めていく
個人・事業主

取組の質をさらに
高めようとする
個人・事業主

健
康
に
対
す
る
関
心
・取
組
の
レ
ベ
ル

無
関
心
層

を
誘
導

取
り
組
み
の
充
実
や
拡
大
を
支
援

個人へのインセンティブ事業の全県展開（県内１１市町村で既実施）
→無関心層（未受診者等）やこれから取り組みを進めていく個人を誘導

※事業主に対する事業は健康増進課で実施【健康経営認定制度】

レセプトと健診結果を突合して、年齢・性別や市町村別に対象者を抽出し、
県内で標準化

→対象者の明確化、効果的な保健指導や受診勧奨の実施

例

例

例

例

例

 保険者協議会、市町村国保
連携会議

 医療費適正化の推進
・後発医薬品利用促進
・重症化プログラムの利活用
促進

 人材育成
 医療費分析の結果と活用方

法に関する研修会の開催
 特定健診・保健指導従事者

研修

市町村

対象者抽出基準（例）



やまなしデータdeヘルス事業
～成果連動型の予防・健康づくり事業～

スマートフォンアプリの活用
• 登録者に応じた情報提供
• 個人への直接的な働きかけ
• 無関心層への働きかけ・意識
付け(幅広い年代層）

ICTを活用したヘルスポイント事業

被保険者の行動変容
• 医療費適正化
• 健康の保持増進

スケジュール(案）

R元年度

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

5月 5月 5月

補正予
算計上 公募型プロポーザル 決定

基盤整備

広報（周知・登録者募集）

支払
登録者利用

支払支払
医療費の状況評価 医療費の状況評価 医療費の状況評価

成果連動型
事業

保守運用費

費用

成果連動部分（成果報酬）
＝削減された医療費に連動

必要経費のイメージ

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

システム
構築費

ポイント付与費

運営費



健康無関心層への働きかけ

【事業主体】
・山梨県

【対象者】
・国民健康保険加入者(被保険者）
・1９歳以上

概要

１．被保険者の１％以上の登録者を想定
○ 被保険者数 １９６，３１８人（H31.3末）の１％ → １，９６３人 → 約２，０００人

２．取組の拡大
○ 全世代を対象としているが、特に健康無関心層や若年層へ働きかけ、健康への意識付け、行動変容を促す。

３．参加(登録）に向けての取組
○ 県の広報を活用し、参加者の拡大を図る。
○ 健康無関心層や若年層に向けて、広報誌やテレビ・ラジオのスポット放送だけでなく、Twitter等による広報も
実施していく。

○ 市町村の広報を活用し、多くの市町村からの参加につなげる。
○ 被保険者証送付時に、国保加入者に向けて、事業を案内し、参加（登録）を呼びかける。
○ 登録につながるような広報の提案を事業者に求める。

参加者(登録者)

役割

国保連合会
（データ
提供）

・アプリの起動
・体重の記録
・ウォーキング等の健康活動
・健康づくりイベントへの参加
＜例＞
ウォーキングイベント
減量イベント
禁煙イベント 等

市町村
広報・

周知

データの

提供

県
広報 ・

周知

データの

提供

事業効果

の検証

成果連動

分の支払

事業者
広報・

周知

データの

活用

イベント

実施

個人への

情報提供

ポイント

付与

医療費分析

(成果）

ポイントが付与
されるのは

国民健康

保険加入者

参加者

(登録者)
・Amazonポイント
・nanacoポイント
・カタログ掲載品

と交換

付与された
ポイントは

それぞれに
あった最適な
情報提供

健康づくり

食への
関心

イベント
情報

未来予
想(リスク
予想）

イベントへ
の参加

生活習慣
の見直し

健康へ
の関心

疾病予防 健康意識向上

行動変容

重症化予防

アプリ
登録

医療費適正化






